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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第33期

第２四半期連結
累計期間

第34期
第２四半期連結
累計期間

第33期

会計期間
自平成29年１月１日
至平成29年６月30日

自平成30年１月１日
至平成30年６月30日

自平成29年１月１日
至平成29年12月31日

売上高 （千円） 15,413,458 27,967,843 36,229,913

経常利益 （千円） 1,203,585 1,480,593 2,322,776

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（千円） 683,367 715,257 1,332,507

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 704,676 701,035 1,336,943

純資産額 （千円） 3,581,667 4,851,021 4,286,827

総資産額 （千円） 11,686,235 21,567,444 15,798,636

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 34.38 34.54 66.13

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 33.32 33.11 62.32

自己資本比率 （％） 30.4 21.7 26.7

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 2,153,145 3,669,190 4,044,852

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △955,063 △3,707,837 △3,235,947

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） 446,261 1,672,892 1,205,876

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 4,003,759 5,985,592 4,364,752

 

回次
第33期

第２四半期連結
会計期間

第34期
第２四半期連結
会計期間

会計期間
自平成29年４月１日
至平成29年６月30日

自平成30年４月１日
至平成30年６月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 16.14 17.02

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

３．平成29年９月１日を効力発生日として１株につき２株の割合で株式分割を行っております。これに伴い、第33

期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株

当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

 

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において新たに発生した事業等のリスクは、次のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであり

ます。

　長期借入金のうち当社の株式会社三菱UFJ銀行との平成30年３月20日締結の実行可能期間付タームローン契約（契

約総額1,300,000千円、平成30年６月30日現在借入金残高1,300,000千円）において財務制限条項が付されておりま

す。

　この契約に基づく当第２四半期連結会計期間末の借入未実行残高は、次のとおりです。

　　　タームローン

 契約総額 1,300,000千円

 借入実行総額 1,300,000千円

 借入未実行残高 －千円
 
　なお、下記の財務制限条項の（a）に抵触した場合は、本契約の利率の規定にかかわらず、各年度決算期の末日か

ら4ヶ月後の応当日から、翌年の年度決算期の末日から4ヶ月後の応当日の翌日以降、最初に到来する利払い日の前日

までの期間について、利率は、適用利率=基準金利＋スプレッド＋0.25％に変更することになっており、（b）に抵触

した場合は、本契約に基づく借入に対し期限の利益を失います。

　経常利益の維持

　（a）平成30年12月決算期以降の各年度の決算期における提出会社の単体の損益計算書に示される経常損益が、損

失とならないこと。

　（b）平成30年12月決算期以降の各年度の決算期における提出会社の単体の損益計算書に示される経常損益が、２

期連続で損失とならないこと。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。
 
　（１）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の各種政策等により、企業収益や雇用改善などを背景とし

て緩やかな景気回復基調で推移いたしましたが、一方で米国の通商保護主義政策とそれに端を発する貿易摩擦などの

リスクによる世界経済の不確実性の高まりにより、先行き不透明な状況が続いております。

　外食産業におきましては、個人消費は緩やかに持ち直しているものの、人手不足による人件費の増加やコンビニな

どの他業種とのお客様獲得競争も激化しており、依然として厳しい経営環境が続いております。

　こうした状況のもと、当社グループは「正笑　挑戦する人生に未来は、輝きを増してやって来る！」を基本方針と

して、ペッパーランチ事業の新規出店18店舗及びいきなり！ステーキ事業の新規出店200店舗を目標に業容の拡大に

取り組むと共に、引き続きお客様への安心・安全な商品提供ができる体制強化に努めてまいりました。

　これらの結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は27,967百万円(前年同期比81.5%増)、営業利益1,491百

万円(前年同期比24.1%増)、経常利益は1,480百万円(前年同期比23.0%増)、親会社株主に帰属する四半期純利益715百

万円(前年同期比4.7%増)となりました。
 
セグメントの業績は次のとおりです。

① ペッパーランチ事業

　ペッパーランチ事業につきましては、平成28年５月より導入している株式会社楽天が運営する楽天ポイントカー

ドに続き、４月20日より、株式会社NTTドコモが運営するポイントサービス「ｄポイント」を導入し、記念として

ソフトドリンク無料等の特典付きペッパーランチオリジナルｄポイントカードを先着10万名様にプレゼントいたし

ました。

　海外におけるペッパーランチ事業では、新規出店に伴う機器等の売却、ロイヤリティ収入などの売上高は180百

万円(前年同期比18.1%増)となりました。

　この結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は3,640百万円(前年同期比8.6%増)、セグメント利益643百

万円(前年同期比3.9%増)となりました。また、新規出店数は22店舗（うち海外16店舗）であり、ペッパーランチ事

業全体の店舗数は455店舗となりました。
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② レストラン事業

　レストラン事業につきましては、既存店の売上並びに利益の向上に努めてまいりました。また、ステーキ業態

「炭焼ステーキくに」では、赤坂店、両国店において月１回の「美味しいステーキを楽しく食べる夕べ」異業種交

流会を継続的に開催し、ブランドイメージの向上に取り組んでまいりました。

　この結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は768百万円(前年同期比29.5%減)、セグメント利益は58百

万円(前年同期比24.4%減)となりました。また、レストラン事業全体の店舗数は16店舗となりました。
 

③ いきなり！ステーキ事業

　いきなり！ステーキ事業につきましては、映画タイアップ企画として、４月に「アベンジャーズ/インフィニ

ティ・ウォー」、６月に「ハン・ソロ/スター・ウォーズ・ストーリー」のキャンペーンを実施し、それぞれ期間

限定で東京、愛知、大阪の店舗で映画のキャラクターラッピング装飾を行い、いきなり！ステーキの紙エプロンを

タイアップロゴ入りにしました。さらに、期間中はそれぞれのキャラクターグッズを抽選でプレゼントするスタン

プラリーを実施いたしました。

　また、「肉マイレージ®」の機能及び仕組みを顧客管理システムとして特許取得し、その記念として、「いきな

り！太っ腹キャンペーン」（６月11日～８月31日）を実施しております。

　この結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は23,479百万円(前年同期比117.6%増)、セグメント利益は

2,290百万円(前年同期比80.2%増)となりました。また、新規出店数は98店舗（うち海外５店舗）であり、いきな

り！ステーキ事業全体の店舗数は284店舗となりました。
 
④ 商品販売事業

　商品販売事業につきましては、従来の商品販売方法に加えて、５月より楽天市場店にてペッパーランチ及びいき

なり！ステーキの人気商品の販売を開始（５月21日～）いたしました。

　この結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は80百万円(前年同期比146.9%増)、セグメント利益は９百

万円(前年同期の29倍)となりました。
 

　（２）財政状態の分析

　当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べて5,768百万円増加し21,567百万円になりまし

た。これは主に、現金及び預金が1,590百万円増加したこと、売掛金が478百万円増加したこと、建物及び構築物(純

額)が2,485百万円増加したこと並びに敷金及び保証金が373百万円増加したことによるものです。

　負債合計は、前連結会計年度末に比べて5,204百万円増加し、16,716百万円となりました。これは主に、買掛金が

1,286百万円増加したこと、未払金が846百万円増加したこと、預り金が337百万円増加したこと及び借入金が1,833百

万円増加したことによるものです。

　純資産は、前連結会計年度末に比べて564百万円増加し、4,851百万円となりました。これは主に、親会社株主に帰

属する四半期純利益を715百万円計上したこと及び配当により、剰余金を309百万円処分したことにより、利益剰余金

が405百万円増加したこと並びに新株予約権の行使に伴い資本金、資本準備金がそれぞれ40百万円増加したことによ

るものです。また、自己資本比率は前連結会計年度末から5.0ポイント減少し、21.7％となりました。
 

　（３）キャッシュ・フローの分析

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べて

1,620百万円増加し5,985百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因については次のとおりで

あります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー)

　営業活動の結果得られた資金は、3,669百万円（前年同期は2,153百万円の獲得）となりました。これは主に、税金

等調整前四半期純利益を1,457百万円計上したこと、減価償却費を550百万円計上したこと、仕入債務が1,286百万円

増加したこと、未払金が993百万円増加したこと及び法人税等を747百万円支払ったことによるものです。
 
（投資活動によるキャッシュ・フロー)

　投資活動の結果使用した資金は、3,707百万円(前年同期は955百万円の使用)となりました。これは主に、有形固定

資産の取得により3,314百万円の支出があったこと敷金及び保証金の差入により417百万円の支出があったこと並びに

預り保証金の受入により278百万円の収入があったことによるものです。
 
（財務活動によるキャッシュ・フロー)

　財務活動の結果獲得した資金は、1,672百万円（前年同期は446百万円の獲得）となりました。これは主に、長期借

入れにより2,500百万円の収入があったこと、長期借入金返済により666百万円の支出があったこと、株式の発行によ

り80百万円の収入があったこと及び配当金の支払により309百万円の支出があったことによるものです。
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　（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
 

　（５）研究開発活動

　該当事項はありません。
 

　（６）主要な設備

　前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設について、当第２四半期連結累計期間に著しい変更が

あったものは、次のとおりであります。

事業所名

（所在地）
セグメントの名称設備の内容

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定日 完成後の

増加能力

(席数）

総額

（千円）

既支払額

（千円）
着手 完了

いきなり！ステーキ

北海道(1店舗)

いきなり！

ステーキ事業

店内内装

設備等
 52,493 －

借入金及び

自己資金

平成30

年6月

平成30年

7月
30

いきなり！ステーキ

青森県(1店舗)

いきなり！

ステーキ事業

店内内装

設備等
 33,143 －

借入金及び

自己資金

平成30年

6月

平成30年

7月
30

いきなり！ステーキ

新潟県(1店舗)

いきなり！

ステーキ事業

店内内装

設備等
 48,493 －

借入金及び

自己資金

平成30年

6月

平成30年

7月
30

いきなり！ステーキ

長野県(1店舗)

いきなり！

ステーキ事業

店内内装

設備等
 63,043 －

借入金及び

自己資金

平成30年

6月

平成30年

7月
30

いきなり！ステーキ

兵庫県(1店舗)

いきなり！

ステーキ事業

店内内装

設備等
 59,593 －

借入金及び

自己資金

平成30年

6月

平成30年

7月
30

いきなり！ステーキ

奈良県(1店舗)

いきなり！

ステーキ事業

店内内装

設備等
 57,243 －

借入金及び

自己資金

平成30年

6月

平成30年

7月
30

いきなり！ステーキ

北海道(1店舗)

いきなり！

ステーキ事業

店内内装

設備等
 48,493 －

借入金及び

自己資金

平成30年

7月

平成30年

8月
30

いきなり！ステーキ

岩手県(1店舗)

いきなり！

ステーキ事業

店内内装

設備等
 58,843 －

借入金及び

自己資金

平成30年

7月

平成30年

8月
30

いきなり！ステーキ

山形県(1店舗)

いきなり！

ステーキ事業

店内内装

設備等
 55,243 －

借入金及び

自己資金

平成30年

7月

平成30年

8月
30

いきなり！ステーキ

埼玉県(2店舗)

いきなり！

ステーキ事業

店内内装

設備等
 87,885 －

借入金及び

自己資金

平成30年

7月

平成30年

8月
60

いきなり！ステーキ

神奈川県(1店舗)

いきなり！

ステーキ事業

店内内装

設備等
 45,443 －

借入金及び

自己資金

平成30年

7月

平成30年

8月
30

いきなり！ステーキ

石川県(1店舗)

いきなり！

ステーキ事業

店内内装

設備等
 48,903 －

借入金及び

自己資金

平成30年

7月

平成30年

8月
30

いきなり！ステーキ

山梨県(1店舗)

いきなり！

ステーキ事業

店内内装

設備等
 45,443 －

借入金及び

自己資金

平成30年

7月

平成30年

8月
30

いきなり！ステーキ

愛知県(1店舗)

いきなり！

ステーキ事業

店内内装

設備等
 66,643 －

借入金及び

自己資金

平成30年

7月

平成30年

8月
30

いきなり！ステーキ

三重県(1店舗)

いきなり！

ステーキ事業

店内内装

設備等
 47,542 －

借入金及び

自己資金

平成30年

7月

平成30年

8月
30

いきなり！ステーキ

奈良県(1店舗)

いきなり！

ステーキ事業

店内内装

設備等
 47,893 －

借入金及び

自己資金

平成30年

7月

平成30年

8月
30

いきなり！ステーキ

山形県(1店舗)

いきなり！

ステーキ事業

店内内装

設備等
 49,993 －

借入金及び

自己資金

平成30年

8月

平成30年

9月
30

いきなり！ステーキ

茨城県(1店舗)

いきなり！

ステーキ事業

店内内装

設備等
 48,293 －

借入金及び

自己資金

平成30年

8月

平成30年

9月
30

いきなり！ステーキ

埼玉県(1店舗)

いきなり！

ステーキ事業

店内内装

設備等
 43,643 －

借入金及び

自己資金

平成30年

8月

平成30年

9月
30

いきなり！ステーキ

千葉県(1店舗)

いきなり！

ステーキ事業

店内内装

設備等
 55,643 －

借入金及び

自己資金

平成30年

8月

平成30年

9月
30

いきなり！ステーキ

神奈川県(1店舗)

いきなり！

ステーキ事業

店内内装

設備等
 46,343 －

借入金及び

自己資金

平成30年

8月

平成30年

9月
30
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事業所名

（所在地）
セグメントの名称設備の内容

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定日 完成後の

増加能力

(席数）

総額

（千円）

既支払額

（千円）
着手 完了

いきなり！ステーキ

三重県(1店舗)

いきなり！

ステーキ事業

店内内装

設備等
 58,863 －

借入金及び

自己資金

平成30年

8月

平成30年

9月
30

いきなり！ステーキ

京都府(1店舗)

いきなり！

ステーキ事業

店内内装

設備等
 59,892 －

借入金及び

自己資金

平成30年

8月

平成30年

9月
30

いきなり！ステーキ

岡山県(1店舗)

いきなり！

ステーキ事業

店内内装

設備等
 46,293 －

借入金及び

自己資金

平成30年

8月

平成30年

9月
30

いきなり！ステーキ

香川県(1店舗)

いきなり！

ステーキ事業

店内内装

設備等
 53,543 －

借入金及び

自己資金

平成30年

8月

平成30年

9月
30

いきなり！ステーキ

宮城県(1店舗)

いきなり！

ステーキ事業

店内内装

設備等
 66,793 －

借入金及び

自己資金

平成30年

9月

平成30年

10月
30

いきなり！ステーキ

千葉県(2店舗)

いきなり！

ステーキ事業

店内内装

設備等
 102,736 －

借入金及び

自己資金

平成30年

9月

平成30年

10月
60

いきなり！ステーキ

福井県(1店舗)

いきなり！

ステーキ事業

店内内装

設備等
 61,443 －

借入金及び

自己資金

平成30年

9月

平成30年

10月
30

いきなり！ステーキ

長野県(2店舗)

いきなり！

ステーキ事業

店内内装

設備等
 111,986 －

借入金及び

自己資金

平成30年

9月

平成30年

10月
60

いきなり！ステーキ

愛知県(1店舗)

いきなり！

ステーキ事業

店内内装

設備等
 61,722 －

借入金及び

自己資金

平成30年

9月

平成30年

10月
30

いきなり！ステーキ

秋田県(1店舗)

いきなり！

ステーキ事業

店内内装

設備等
 48,493 －

借入金及び

自己資金

平成30年

10月

平成30年

11月
30

いきなり！ステーキ

東京都(1店舗)

いきなり！

ステーキ事業

店内内装

設備等
 34,162 －

借入金及び

自己資金

平成30年

10月

平成30年

11月
30

いきなり！ステーキ

神奈川県(1店舗)

いきなり！

ステーキ事業

店内内装

設備等
 49,793 －

借入金及び

自己資金

平成30年

10月

平成30年

11月
30

いきなり！ステーキ

静岡県(1店舗)

いきなり！

ステーキ事業

店内内装

設備等
 53,743 －

借入金及び

自己資金

平成30年

10月

平成30年

11月
30

いきなり！ステーキ

愛知県(1店舗)

いきなり！

ステーキ事業

店内内装

設備等
 45,943 －

借入金及び

自己資金

平成30年

10月

平成30年

11月
30

いきなり！ステーキ

三重県(1店舗)

いきなり！

ステーキ事業

店内内装

設備等
 49,610 －

借入金及び

自己資金

平成30年

10月

平成30年

11月
30

いきなり！ステーキ

京都府(1店舗)

いきなり！

ステーキ事業

店内内装

設備等
 46,393 －

借入金及び

自己資金

平成30年

10月

平成30年

11月
30

いきなり！ステーキ

福岡県(2店舗)

いきなり！

ステーキ事業

店内内装

設備等
 90,946 －

借入金及び

自己資金

平成30年

10月

平成30年

11月
60

いきなり！ステーキ

埼玉県(1店舗)

いきなり！

ステーキ事業

店内内装

設備等
 34,643 －

借入金及び

自己資金

平成30年

11月

平成30年

12月
30

いきなり！ステーキ

神奈川県(1店舗)

いきなり！

ステーキ事業

店内内装

設備等
 52,642 －

借入金及び

自己資金

平成30年

11月

平成30年

12月
30

いきなり！ステーキ

兵庫県(1店舗)

いきなり！

ステーキ事業

店内内装

設備等
 52,612 －

借入金及び

自己資金

平成30年

11月

平成30年

12月
30
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 70,800,000

計 70,800,000

 
 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成30年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年７月30日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

　普通株式 20,790,800 20,790,800
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 20,790,800 20,790,800 ― ―

　（注）「提出日現在発行数」欄には、平成30年７月１日以降、この四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。
 
（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
 
（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

 平成30年４月１日～

 平成30年６月30日

（注）

42,600 20,790,800 10,533 1,526,049 10,533 806,562

（注）新株予約権（ストック・オプション）の行使による増加であります。
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（６）【大株主の状況】

  平成30年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

一瀬　邦夫 東京都墨田区 3,591,000 17.27

エスフーズ株式会社 兵庫県西宮市鳴尾浜１丁目22番13 2,466,000 11.86

一瀬　健作 東京都墨田区 540,000 2.59

有限会社ケー・アイ 東京都墨田区向島３丁目44番４号 492,000 2.36

株式会社マルゼン 東京都台東区根岸２丁目19-18 312,600 1.50

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口５）
東京都中央区晴海１丁目８-11 271,100 1.30

フジパングループ本社株式会社 愛知県名古屋市瑞穂区松園町１丁目50 265,800 1.27

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町１丁目４番地 264,300 1.27

西岡　久美子 東京都墨田区 244,800 1.17

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口１）
東京都中央区晴海１丁目８-11 207,600 0.99

計 － 8,655,200 41.62

　　(注)　発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。
 
（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年６月30日現在
 

 区分  株式数（株）  議決権の数（個）  内容

 無議決権株式  －  －  －

 議決権制限株式（自己株式等）  －  －  －

 議決権制限株式（その他）  －  －  －

 完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　200  －  －

 完全議決権株式（その他）
普通株式

20,782,200
 207,822

権利内容に何ら限定の

無い当社における標準

となる株式

 単元未満株式（注） 普通株式　8,400  － 同上

 発行済株式総数 20,790,800  －  －

 総株主の議決権  －  207,822  －

（注）「単元未満株式」欄の株式数「普通株式8,400株」には、当社所有の単元未満自己保有株式20株を含みま

す。
 
②【自己株式等】

平成30年６月30日現在
 

 所有者の氏名又は

 名称
 所有者の住所

 自己名義所有

 株式数（株）

 他人名義所有

 株式数（株）

 所有株式数の

 合計（株）

 発行済株式総数

 に対する所有

 株式数の割合

（％）

株式会社ペッパー

フードサービス

東京都墨田区太平

四丁目１番３号

オリナスタワー17Ｆ

200 － 200 0.00

 計  － 200 － 200 0.00
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２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役 人事本部長 取締役

Kuni’s

Corporation

President

槌山　隆 平成30年４月13日

取締役

Kuni’s

Corporation

President

取締役

営業企画本部長

兼　営業企画

推進部長

川野　秀樹 平成30年４月13日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成30年４月１日から平

成30年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年１月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、新日本有限責任監査法人は平成30年７月１日付をもって、名称をEY新日本有限責任監査法人に変更しており

ます。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,395,447 5,985,592

売掛金 1,507,075 1,985,331

商品 258,732 338,685

貯蔵品 90,332 137,211

繰延税金資産 57,945 91,444

その他 1,613,388 1,601,821

貸倒引当金 △568 △475

流動資産合計 7,922,354 10,139,611

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 5,394,770 8,239,816

減価償却累計額 △1,105,744 △1,465,138

建物及び構築物（純額） 4,289,025 6,774,678

その他 1,941,030 2,373,542

減価償却累計額 △751,085 △851,506

その他（純額） 1,189,945 1,522,035

有形固定資産合計 5,478,971 8,296,714

無形固定資産 95,966 116,267

投資その他の資産   

敷金及び保証金 2,007,057 2,380,659

その他 305,860 645,379

貸倒引当金 △11,573 △11,188

投資その他の資産合計 2,301,344 3,014,850

固定資産合計 7,876,282 11,427,832

資産合計 15,798,636 21,567,444
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 4,424,442 5,710,890

1年内返済予定の長期借入金 1,091,898 1,621,696

未払金 996,703 1,843,197

未払法人税等 787,218 976,307

預り金 711,855 1,049,452

資産除去債務 12,521 19,533

その他 870,997 1,083,036

流動負債合計 8,895,637 12,304,113

固定負債   

長期借入金 1,438,523 2,742,271

受入保証金 718,435 974,915

資産除去債務 302,486 495,808

その他 156,726 199,314

固定負債合計 2,616,171 4,412,308

負債合計 11,511,809 16,716,422

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,485,475 1,526,049

資本剰余金 765,988 806,562

利益剰余金 1,952,970 2,358,928

自己株式 △129 △129

株主資本合計 4,204,304 4,691,409

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,152 △95

為替換算調整勘定 9,800 △3,172

その他の包括利益累計額合計 10,953 △3,268

新株予約権 71,569 162,880

純資産合計 4,286,827 4,851,021

負債純資産合計 15,798,636 21,567,444
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年６月30日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年１月１日
　至　平成30年６月30日)

売上高 15,413,458 27,967,843

売上原価 8,440,416 15,902,939

売上総利益 6,973,041 12,064,903

販売費及び一般管理費 ※ 5,770,595 ※ 10,573,163

営業利益 1,202,445 1,491,740

営業外収益   

受取利息 73 256

受取配当金 63 157

協賛金収入 7,105 8,138

カード退蔵益 10,954 21,271

その他 6,568 7,808

営業外収益合計 24,765 37,631

営業外費用   

支払利息 5,795 11,071

為替差損 7,224 15,950

株式交付費 777 7,978

その他 9,828 13,777

営業外費用合計 23,626 48,777

経常利益 1,203,585 1,480,593

特別利益   

固定資産売却益 1,132 22,783

新株予約権戻入益 2,416 6

特別利益合計 3,548 22,790

特別損失   

固定資産除却損 14,360 911

減損損失 - 45,322

特別損失合計 14,360 46,233

税金等調整前四半期純利益 1,192,772 1,457,150

法人税、住民税及び事業税 536,712 891,323

法人税等調整額 △27,307 △149,430

法人税等合計 509,405 741,892

四半期純利益 683,367 715,257

親会社株主に帰属する四半期純利益 683,367 715,257
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年６月30日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年１月１日
　至　平成30年６月30日)

四半期純利益 683,367 715,257

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 3,832 △1,248

為替換算調整勘定 17,476 △12,973

その他の包括利益合計 21,308 △14,221

四半期包括利益 704,676 701,035

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 704,676 701,035

非支配株主に係る包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
 前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年６月30日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年１月１日
　至　平成30年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,192,772 1,457,150

減価償却費 263,150 550,996

受取利息及び受取配当金 △137 △413

支払利息 5,798 11,071

有形固定資産売却損益（△は益） △1,132 △22,783

有形固定資産除却損 14,360 911

売上債権の増減額（△は増加） △15,666 △478,267

たな卸資産の増減額（△は増加） △26,280 △126,859

仕入債務の増減額（△は減少） 665,020 1,286,162

未払金の増減額（△は減少） 62,056 993,638

預り金の増減額（△は減少） 287,146 335,565

その他 118,209 420,621

小計 2,565,298 4,427,793

利息及び配当金の受取額 1,499 413

利息の支払額 △6,068 △11,958

法人税等の支払額 △407,584 △747,057

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,153,145 3,669,190

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △693,481 △3,314,532

有形固定資産の売却による収入 1,300 44,469

無形固定資産の取得による支出 △12,200 △34,499

敷金及び保証金の差入による支出 △297,095 △417,302

敷金及び保証金の回収による収入 5,325 32,088

預り保証金の返還による支出 △1,200 △21,810

預り保証金の受入による収入 91,402 278,290

その他 △49,115 △274,541

投資活動によるキャッシュ・フロー △955,063 △3,707,837

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 17,000 －

長期借入れによる収入 761,000 2,500,000

長期借入金の返済による支出 △412,354 △666,454

株式の発行による収入 179,277 80,672

自己株式の取得による支出 △66 －

配当金の支払額 △98,595 △309,299

その他 － 67,974

財務活動によるキャッシュ・フロー 446,261 1,672,892

現金及び現金同等物に係る換算差額 15,561 △13,406

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,659,903 1,620,839

現金及び現金同等物の期首残高 2,343,855 4,364,752

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 4,003,759 ※ 5,985,592
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱いの適用）

　「従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い」（実務対応報告第36号　

平成30年１月12日。以下「実務対応報告第36号」という。）が公表日以後適用することができるようになったこと

に伴い、公表日以後実務対応報告第36号を適用し、従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する

取引については、「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準第８号　平成17年12月27日）等に

準拠した会計処理を行うことといたしました。

　ただし、実務対応報告第36号の適用については、実務対応報告第36号第10項(3)に定める経過的な取扱いに従っ

ており、実務対応報告第36号の適用日より前に従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与した取引

については、従来採用していた会計処理を継続しております。

　なお、この変更による影響額は軽微であります。

 

（追加情報）

（従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱いの適用）

　「従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い」（実務対応報告第36号　

平成30年１月12日。以下「実務対応報告第36号」という。）の適用日より前に従業員等に対して権利確定条件付き

有償新株予約権を付与した取引については、実務対応報告第36号第10項(3)に基づいて、従来採用していた会計処

理を継続しております。

 

１．権利確定条件付き有償新株予約権の概要

（１）権利確定条件付き有償新株予約権の内容

 

平成25年６月27日

取締役会決議

ストック・オプション

平成26年10月14日

取締役会決議

ストック・オプション

平成27年９月28日

取締役会決議

ストック・オプション

平成28年６月14日

取締役会決議

ストック・オプション

付与対象者の区分及び

数

当社取締役　４名 当社取締役　５名 当社取締役　８名 当社取締役　９名

当社監査役　２名 当社監査役　２名 当社監査役　２名 当社監査役　２名

当社従業員　66名 当社従業員　91名 当社従業員　119名 当社従業員　119名

株式の種類別のストッ

ク・オプションの数

（注）１

普通株式

547,800株

普通株式

864,000株

普通株式

533,000株

普通株式

435,800株

付与日 平成25年７月16日 平成26年10月31日 平成27年10月14日 平成28年６月30日

権利確定条件 （注）２ （注）３ （注）４ （注）５

対象勤務期間
対象勤務期間は

定めておりません。

対象勤務期間は

定めておりません。

対象勤務期間は

定めておりません。

対象勤務期間は

定めておりません。

権利行使期間
自平成26年２月17日

至平成29年２月16日

自平成27年４月１日

至平成30年３月31日

自平成28年４月１日

至平成31年４月30日

自平成29年４月１日

至平成32年３月31日

（注）１．株式数に換算しております。また、平成25年７月１日付で１株を100株、平成27年７月１日付で

１株を３株及び平成29年９月１日付で１株を２株に株式分割を行っているため、株式分割後の株

式数に換算しております。

２．（１）新株予約権者は、平成25年12月期乃至平成26年12月期の監査済みの当社損益計算書（連結

財務諸表を作成した場合は連結損益計算書）における営業利益（連結財務諸表を作成した

場合は連結営業利益）の累計額が267百万円を超過している場合にのみ、本新株予約権を

行使することができる。なお、国際財務報告基準の適用等により参照すべき項目の概念に

重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を取締役会で定めるものとする。

（２）新株予約権者は、当社普通株式の普通取引終値が、本新株予約権の発行に係る当社取締役

会の決議の前日の当社普通株式の普通取引終値である852円（以下、「前提株価」とい

う。）に対し、以下の各期間についてそれぞれ定める水準（以下、「条件判断水準」とい

い、１円未満の端数は切り捨てる。）を一度でも下回った場合、上記（１）の行使の条件

を満たしている場合でも、行使を行うことはできないものとする。

① 平成25年12月期の監査済みの当社損益計算書（連結財務諸表を作成した場合は連結損

益計算書）における営業利益（連結財務諸表を作成した場合は連結営業利益）が267百

万円を超過している場合について、平成25年７月16日から平成26年２月14日まで、条件

判断水準前提株価の50%

② 平成25年12月期乃至平成26年12月期の監査済みの当社損益計算書（連結財務諸表を作

成した場合は連結損益計算書）における営業利益（連結財務諸表を作成した場合は連結

営業利益）の累計額が267百万円を超過している場合について、平成25年７月16日から

平成27年２月13日まで、条件判断水準前提株価の50%

（３）新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当関係会社の取締役、

監査役または従業員であることを要する。
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（４）新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

（５）本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超

過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

（６）各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

３．（１）新株予約権者は、平成26年12月期乃至平成27年12月期の当社が提出した有価証券報告書

に記載される監査済みの当社損益計算書（連結財務諸表を作成した場合は連結損益計算

書）における営業利益の累計額が572百万円を超過している場合にのみ、本新株予約権を

行使することができる。なお、国際財務報告基準の適用等により参照すべき営業利益の

概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を取締役会で定めるものとす

る。

（２）新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社（当社子

会社等，当社と資本関係にある会社をいう。）の取締役、監査役または使用人であること

を要する。但し、任期満了による退任及び定年退職、その他正当な理由のある場合は、こ

の限りではない。

（３）新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

（４）本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超

過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

（５）各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

４．（１）新株予約権者は、平成27年12月期における当社が提出した有価証券報告書に記載される

監査済の当社連結損益計算書（連結財務諸表を作成していない場合は損益計算書）にお

いて、営業利益が754百万円以上となった場合にのみ、割当てを受けた本新株予約権を行

使することができる。また、国際財務報告基準の適用等により参照すべき営業利益の概

念に重要な変更があった場合には、当社は、合理的な範囲内において、別途参照すべき

指標を取締役会にて定めるものとする。

（２）割当日から本新株予約権の行使期間が満了する日までの間に、いずれかの連続する５取

引日（終値のない日数を除く。）において東京証券取引所における当社普通株式の普通

取引終値の平均値が一度でも行使価額に60％を乗じた価格（１円未満切り捨て）を下

回った場合、上記（１）の条件を満たしている場合でも、本新株予約権は消滅するもの

とする。

（３）新株予約権者は、本新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社（財

務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則において規定される関係会社をい

う。）の取締役、監査役または使用人であることを要する。但し、任期満了による退任

及び定年退職、その他正当な理由のある場合は、この限りではない。

（４）新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

（５）本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を

超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

（６）各本新株予約権の１個未満の行使を行うことはできない。

５．（１）新株予約権者は、平成28年12月期における当社が提出した有価証券報告書に記載される

監査済みの当社損益計算書（連結財務諸表を作成した場合は連結損益計算書）における

売上高が23,200百万円を超過し、かつ、営業利益が1,031百万円を超過している場合にの

み本新株予約権を行使することができるものとする。また、国際財務報告基準の適用等

により参照すべき売上高の概念に重要な変更があった場合には、当社は合理的な範囲内

において、別途参照すべき指標を取締役会にて定めるものとする。

（２）割当日から本新株予約権の行使期間が満了するまでの間に、いずれかの連続する５取引

日において東京証券取引所における当社普通株式の普通取引終値の平均値が一度でも本

新株予約権の発行決議日前営業日終値に60％を乗じた価格（１円未満切り捨て）を下

回った場合、上記（１）の条件を満たしている場合でも、本新株予約権を行使すること

ができないものとする。

（３）新株予約権者は、本新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社（財

務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則において規定される関係会社をい

う。）の取締役、監査役または使用人であることを要する。但し、任期満了による退任

及び定年退職、その他正当な理由のある場合は、この限りではない。

（４）新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

（５）本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を

超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

（６）各本新株予約権の１個未満の行使を行うことはできない。
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（２）権利確定条件付き有償新株予約権の規模及びその変動状況

　当第２四半期連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの

数については、株式数に換算して記載しております。
 
① ストック・オプションの数

 
平成26年10月14日
取締役会決議

ストック・オプション

平成27年９月28日
取締役会決議

ストック・オプション

権利確定前　(株)   

前連結会計年度末 － －

付与 － －

失効 － －

権利確定 － －

未確定残 － －

権利確定後　(株)   

前連結会計年度末 120,000 242,000

権利確定 － －

権利行使 112,200 58,400

失効 7,800 －

未行使残 － 183,600

（注）平成27年７月１日付で１株を３株及び平成29年９月１日付で１株を２株に株式分割を行っているた

め、株式分割後の株式数に換算して記載しております。

 

② 単価情報

 
平成26年10月14日
取締役会決議

ストック・オプション

平成27年９月28日
取締役会決議

ストック・オプション

権利行使価格（円） 465 488

行使時平均株価（円） 4,691.1 5,306.7

 

 

２．採用している会計処理の概要

　新株予約権を発行したときは、その発行に伴う払込金額を、純資産の部に新株予約権として計上してお

ります。新株予約権が行使され、新株を発行するときは、当該新株予約権の発行に伴う払込金額と新株予

約権の行使に伴う払込金額を、資本金及び資本準備金に振り替えております。

　なお、新株予約権が失効したときは、当該失効に対応する額を失効が確定した会計期間の利益として処

理しております。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成29年１月１日
　　至 平成29年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成30年１月１日
　　至 平成30年６月30日）

給与手当 808,514千円 1,416,271千円

雑給 1,418,901 2,800,685

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成29年１月１日
至　平成29年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成30年１月１日
至　平成30年６月30日）

現金及び預金勘定 4,034,454千円 5,985,592千円

担保提供預金 △30,695 －

現金及び現金同等物 4,003,759 5,985,592

 
（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成29年１月１日　至　平成29年６月30日）

配当金支払額
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１　配当金の支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年３月29日

定時株主総会
普通株式 98,595 10.00  平成28年12月31日  平成29年３月30日 利益剰余金

 
２　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間の末日後となるもの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年７月28日

取締役会
普通株式 201,425 20.00  平成29年６月30日  平成29年９月８日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成30年１月１日　至　平成30年６月30日）

配当金支払額

１　配当金の支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年３月29日

定時株主総会
普通株式 309,299 15.00  平成29年12月31日  平成30年３月30日 利益剰余金

 
２　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間の末日後となるもの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年７月30日

取締役会
普通株式 311,858 15.00  平成30年６月30日  平成30年９月７日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自　平成29年１月１日　至　平成29年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

合計
調整額

（注１）

四半期連結

損益計算書

計上額

（注２）
 

ペッパー

ランチ事業

レストラン

事業

いきなり！

ステーキ事業
商品販売事業

売上高        

外部顧客へ

の売上高
3,350,684 1,089,251 10,941,033 32,488 15,413,458 － 15,413,458

計 3,350,684 1,089,251 10,941,033 32,488 15,413,458 － 15,413,458

セグメント利益 619,256 77,394 1,198,414 319 1,895,384 △692,939 1,202,445

　（注）１．セグメント利益の調整額△692,939千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全

社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自　平成30年１月１日　至　平成30年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

合計
調整額

（注１）

四半期連結

損益計算書

計上額

（注２）
 

ペッパー

ランチ事業

レストラン

事業

いきなり！

ステーキ事業
商品販売事業

売上高        

外部顧客へ

の売上高
3,640,100 768,013 23,479,519 80,210 27,967,843 － 27,967,843

計 3,640,100 768,013 23,479,519 80,210 27,967,843 － 27,967,843

セグメント利益 643,134 58,501 2,290,837 9,388 3,001,862 △1,510,122 1,491,740

　（注）１．セグメント利益の調整額△1,510,122千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

      （単位：千円）

 
ペッパーランチ

事業
レストラン事業

いきなり！
ステーキ事業

商品販売事業 計
連結財務諸表
計上額

減損損失 3,263 － 42,058 － 45,322 45,322

 

EDINET提出書類

株式会社ペッパーフードサービス(E03478)

四半期報告書

20/23



（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基

礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
至　平成29年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年１月１日
至　平成30年６月30日)

(1）１株当たり四半期純利益金額 34円38銭 34円54銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 683,367 715,257

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

金額（千円）
683,367 715,257

普通株式の期中平均株式数（株） 19,878,508 20,709,810

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 33円32銭 33円11銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 629,089 893,628

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前

連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

 
（注）平成29年９月１日を効力発生日として１株につき２株の割合で株式分割を行っております。これに伴い、前連

結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額を算定しております。
 
 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　中間配当に関する事項

　平成30年７月30日開催の取締役会において、当中間配当につき、次のとおり決議いたしました。

　① 中間配当による配当金の総額　　　　　　　311,858千円

　② １株当たりの金額　　　　　　　　　　　　15円00銭

　③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　平成30年９月７日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年7月30日

 

株式会社ペッパーフードサービス

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 内藤　　哲哉　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 石丸　　整行　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 本多　　茂幸　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ペッ

パーフードサービスの平成30年１月１日から平成30年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成30年

４月１日から平成30年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年１月１日から平成30年６月30日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期

連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ペッパーフードサービス及び連結子会社の平成30年６月30日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２ ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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